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代 表 者 役 職 名 代 表 取 締 役 社 長 氏 名 高 橋 　 正 守
問合せ先責任者 役 職 名 取 締 役 管 理 部 長

氏 名 原 田 　 道 夫 Ｔ Ｅ Ｌ(     )03 5762－2211

中間決算取締役会開催日 平 成 15年 11月 12日 中間配当制度の有無 有
中 間 配 当 支 払 開 始 日 平 成 15年 12月 12日 単元株制度採用の有無 有（１単元  1,000株）

1. 15年 9月中間期の業績 （平成15年 4月 1日～平成15年 9月30日）

( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 9月中間期       10,644    △6.2         164   △65.6         188   △62.9
14年 9月中間期       11,342    42.9         478    10.4         508    10.8

15年 3月期       21,816－          751－          885－

1株 当 た り 中 間中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益
％ 円 銭百万円

15年 9月中間期          146   △74.6           4.33
14年 9月中間期          574   136.1          19.64

15年 3月期          719－          24.75

(注 )1.期中平均株式数 15年 9月中間期     28,042,347株 14年 9月中間期     28,060,658株
15年 3月期     28,055,352株

2.会計処理方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )配当状況
(注 )15年 9月中間期　中間配当金の内訳1株当たり中間配当金 1株当たり年間配当金

記念配当 － 円－銭円 銭 円 銭
15年 9月中間期           5.00－ 特別配当 － 円－銭
14年 9月中間期           5.00－

15年 3月期 －          10.00

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

15年 9月中間期       26,104       18,690     71.6        665.68
14年 9月中間期       26,300       18,624     70.1        663.00

15年 3月期       26,448       18,441     69.7        656.69

(注 )1.期末発行済株式数 15年 9月中間期     28,039,936株 14年 9月中間期     28,055,370株
15年 3月期     28,044,758株

2.期末自己株式数 15年 9月中間期         38,064株 14年 9月中間期         22,630株
15年 3月期         33,242株

2. 16年 3月期の業績予想 （平成15年 4月 1日～平成16年 3月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

期 末

百万円 百万円 百万円 円銭 円銭
通 期       26,400         710       1,130          5.00         10.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          39円42銭

※ 　 記 載 金 額 は 百 万 円 未 満 を 切 り 捨 て て 表 示 し て お り ま す 。
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２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
 

(平成14年９月30日) 

当中間会計期間末 
 

(平成15年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成15年３月31日) 

区分 注記 
番号 

金額（千円） 構成比 
（％） 

金額（千円） 構成比 
（％） 

金額（千円） 構成比 
（％） 

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

現金及び預金  462,880   157,223   243,886   

受取手形 ※３ 277,581   257,996   236,318   

営業未収金  2,383,388   2,419,986   2,395,270   

有価証券  27,348   27,352   27,350   

たな卸資産  13,454   14,526   13,480   

その他  812,511   1,080,023   1,385,451   

貸倒引当金  △3,021   △8,225   △9,112   

流動資産合計   3,974,143 15.11  3,948,883 15.13  4,292,649 16.23 

Ⅱ 固定資産           

有形固定資産 ※１          

建物  5,561,986   6,074,843   5,581,437   

車両運搬具  1,394,042   1,590,007   1,535,363   

土地  5,689,044   5,776,920   6,123,142   

建設仮勘定  178,690   －   336,570   

その他  492,856   461,225   463,752   

計   13,316,619 50.63  13,902,997 53.26  14,040,266 53.09 

無形固定資産   23,327 0.09  28,687 0.11  29,621 0.11 

投資その他の資産           

投資有価証券  1,714,219   1,712,890   1,454,168   

関係会社株式  4,864,869   4,449,817   4,469,318   

その他  2,406,898   2,060,751   2,162,270   

計   8,985,988 34.17  8,223,459 31.50  8,085,759 30.57 

固定資産合計   22,325,935 84.89  22,155,144 84.87  22,155,647 83.77 

資産合計   26,300,079 100.00  26,104,027 100.00  26,448,296 100.00 
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前中間会計期間末 
 

(平成14年９月30日) 

当中間会計期間末 
 

(平成15年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成15年３月31日) 

区分 注記 
番号 

金額（千円） 構成比 
（％） 

金額（千円） 構成比 
（％） 

金額（千円） 構成比 
（％） 

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

営業未払金  560,672   645,409   587,288   

短期借入金  －   117,348   103,212   

一年内返済予定の
長期借入金 

 156,549   111,721   156,634   

未払費用  596,984   670,190   653,018   

未払法人税等  150,278   179,729   26,837   

未払消費税等 ※２ 173,438   85,137   154,051   

賞与引当金  482,000   486,790   469,500   

その他  554,553   327,347   952,815   

流動負債合計   2,674,475 10.17  2,623,674 10.05  3,103,361 11.73 

Ⅱ 固定負債           

長期借入金  905,475   793,753   827,136   

退職給付引当金  2,889,371   2,843,053   2,801,111   

役員退職慰労引当
金 

 150,645   125,441   160,795   

預り保証金  1,055,792   1,027,696   1,114,325   

固定負債合計   5,001,285 19.02  4,789,944 18.35  4,903,368 18.54 

負債合計   7,675,760 29.19  7,413,619 28.40  8,006,729 30.27 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   2,846,000 10.82  2,846,000 10.90  2,846,000 10.76 

Ⅱ 資本剰余金           

資本準備金  6,513,367   6,513,866   6,513,367   

資本剰余金合計   6,513,367 24.76  6,513,866 24.96  6,513,367 24.63 

Ⅲ 利益剰余金           

利益準備金  460,237   465,237   460,237   

任意積立金  7,650,786   7,696,858   7,650,786   

中間(当期)未処分
利益  1,246,672   1,217,620   1,251,081   

利益剰余金合計   9,357,696 35.58  9,379,717 35.93  9,362,104 35.40 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

  △82,550 △0.31  △33,426 △0.13  △265,854 △1.01 

Ⅴ 自己株式   △10,194 △0.04  △15,747 △0.06  △14,050 △0.05 

資本合計   18,624,318 70.81  18,690,408 71.60  18,441,567 69.73 

負債及び資本合計   26,300,079 100.00  26,104,027 100.00  26,448,296 100.00 
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②【中間損益計算書】 

  

前中間会計期間 
 

(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間会計期間 
 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

区分 注記 
番号 

金額（千円） 百分比 
（％） 

金額（千円） 百分比 
（％） 

金額（千円） 百分比 
（％） 

営業収益   11,342,951 100.00  10,644,809 100.00  21,816,041 100.00 

営業原価 ※６  10,429,209 91.94  10,012,507 94.06  20,160,897 92.41 

営業総利益   913,742 8.06  632,302 5.94  1,655,144 7.59 

販売費及び一般管理
費 

※６  434,802 3.83  467,561 4.39  903,584 4.14 

営業利益   478,939 4.23  164,740 1.55  751,560 3.45 

営業外収益 ※１  44,726 0.39  37,129 0.35  163,333 0.75 

営業外費用 ※２  15,086 0.13  13,075 0.12  29,739 0.14 

経常利益   508,579 4.49  188,794 1.77  885,154 4.06 

特別利益 ※３  8,862 0.07  183,921 1.73  12,621 0.06 

特別損失 ※４  74,246 0.65  67,923 0.64  180,504 0.83 

税引前中間(当期)
純利益   443,195 3.91  304,793 2.86  717,270 3.29 

法人税、住民税及
び事業税  161,000   185,600   285,650   

法人税等調整額 ※５ △292,421   △26,931   △287,680   

中間（当期）純利
益 

  574,616 5.07  146,124 1.37  719,301 3.30 

前期繰越利益   672,056   1,071,495   672,056  

中間配当額   －   －   140,276  

中間配当に伴う利
益準備金積立額 

  －   －   －  

中間(当期)未処分
利益 

  1,246,672   1,217,620   1,251,081  
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 １．資産の評価基準及び評価方法 １．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

子会社株式 子会社株式 子会社株式 

移動平均法による原価法 同左 同左 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

中間決算期末の市場価格

等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定し

ております。） 

同左 決算期末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は、

移動平均法により算定し

ております。) 

時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

移動平均法による原価法 同左 同左 

(2）たな卸資産 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 

先入先出法による原価法 同左 同左 

２．固定資産の減価償却の方法 ２．固定資産の減価償却の方法 ２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

定率法によっております。 

ただし、従来定率法によって

いた建物（附属設備を除く）

のうち平成10年４月１日以降

に取得したものについては、

当中間期より定額法に変更し

ました。 

これは当社が当中間期より東

京急行電鉄（株）の子会社と

なったことにより、親会社の

会計方針に一致させるもので

あります。 

なお、これによる影響額は、

軽微であります。 

定率法によっております。 

ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備

を除く）については定額法を

採用しております。 

なお、主な耐用年数は、以下

の通りであります。 

建物及び構築物 10～50年 

車輌及び運搬具 3～ 6年 
 

定率法によっております。 

ただし、従来定率法によって

いた建物（附属設備を除く）

のうち平成10年４月１日以降

に取得したものについては、

当期より定額法に変更しまし

た。 

これは当社が当期より東京急

行電鉄（株）の子会社となっ

たことにより、親会社の会計

方針に一致させるものであり

ます。 

また、これによる影響額は、

軽微であります。なお、主な

耐用年数は以下のとおりであ

ります。 
  
建物及び構築物 10～50年 

車輌及び運搬具 3～ 6年 
  

   
建物及び構築物 10～50年 

車両及び運搬具 3～ 6年 
  

(2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づ

く定額法を採用しておりま

す。 

同左 同左 
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前中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

３．引当金の計上基準 ３．引当金の計上基準 ３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

同左 同左 

(2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てる

ため、賞与支給見込額に基づ

いて計上しております。 

同左 同左 

(3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

当社の従業員の退職給付に備

えるため、当期末における退

職給付債務の見込額に基づ

き、当中間会計期間末におい

て発生していると認められる

額を計上しております。 

なお、数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（７年）による定額

法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用

処理することとしておりま

す。 

なお、東急運輸株式会社と合

併したことにより従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数を当事業年度より15年か

ら７年に変更しております。 

当社の従業員の退職給付に備

えるため、当期末における退

職給付債務の見込額に基づ

き、当中間会計期間末におい

て発生していると認められる

額を計上しております。 

なお、数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（７年）による定額

法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用

処理することとしておりま

す。 

 

当社の従業員の退職給付に備

えるため、当期末における退

職給付債務の見込額に基づ

き、当事業年度末において発

生していると認められる額を

計上しております。 

なお、数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（７年）による定額

法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用

処理することとしておりま

す。 

なお、東急運輸株式会社と合

併したことにより従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数を当事業年度より15年か

ら７年に変更しております。 

(4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備

えるため内規に基づく中間期

末要支給額を計上しておりま

す。 

同左 役員の退職慰労金の支給に備

えるため内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 
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前中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

４．リース取引の処理方法 ４．リース取引の処理方法 ４．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

同左 同左 

５．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

５．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

５．その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 (1）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜き方式によって

おります。 

同左 同左 

(2)  ────── ────── (2）自己株式及び法定準備金の取

崩等に関する会計基準 

  「自己株式及び法定準備金の

取崩等に関する会計基準」

（企業会計基準第１号）が平

成14年４月１日以後に適用さ

れることになったことに伴

い、当事業年度から同会計基

準によっております。これに

よる当事業年度の損益に与え

る影響は軽微であります。 

なお、財務諸表等規則の改正

により、当事業年度における

貸借対照表の資本の部につい

ては、改正後の財務諸表等規

則により作成しております。 

(3)  ────── ────── (3）１株当たり情報 

  「１株当たり当期純利益に関

する会計基準」（企業会計基

準第２号）及び「１株当たり

当期純利益に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準

適用指針第４号）が平成14年

４月１日以後開始する事業年

度に係る財務諸表から適用さ

れることになったことに伴

い、当事業年度から同会計基

準及び適用指針によっており

ます。なお、これによる影響

については、「１株当たり情

報に関する注記」に記載して

おります。 

  



 

－  － 
 

 

40

 

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

１．中間貸借対照表 

（自己株式及び法定準備金取崩

等会計） 

当中間期から「自己株式及び法

定準備金の取崩等に関する会計

準備」（企業会計基準第1号）

を適用しております。これによ

る当中間期の損益に与える影響

は軽微であります。 

なお、中間財務諸表等規則の改

正により、当中間期における中

間貸借対照表の資本の部につい

ては、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。 

────── ────── 

 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項目 前中間会計期間末 
（平成14年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成15年９月30日） 

前事業年度末 
（平成15年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償

却累計額 
10,859,588千円 10,779,555千円 10,937,574千円 

※２ 消費税等の取扱い 仮払消費税等及び仮受消

費税等は、相殺のうえ、

未払消費税等として表示

しております。 

同左 ────── 
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（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

※１ 営業外収益の主な内訳  

受取利息 305千円 1,231千円 2,441千円 

受取保険金及び保険
配当金 － － 66,385千円 

※２ 営業外費用の主な内訳  

支払利息 9,354千円 10,729千円 20,684千円 

※３ 特別利益の主な内訳  

固定資産売却益    

車輌 2,090千円 2,358千円 5,618千円 

 土地 － 178,857千円 7,039千円 

※４ 特別損失の主な内訳   

固定資産除却損 8,368千円 32,051千円 7,039千円 

建物 1,079千円 31,936千円 1,079千円 

建物撤去費用 4,517千円 － 4,517千円 

その他 2,772千円 115千円 1,443千円 

その他特別損失    

合併一時費用 62,423千円 － 62,423千円 

※５ 法人税等調整額 法人税等調整額のなかに
は過年度税効果調整額
272,621千円を含んでおり
ます。 

－ 法人税等調整額のなかに
は過年度税効果調整額
272,621千円を含んでお
ります。 

※６ 減価償却実施額  

有形固定資産 504,862千円 574,765千円 1,136,819千円 

無形固定資産 639千円 2,057千円 1,680千円 
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（リース取引関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・

リース取引 
  

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

有形固
定資産 

   

車両運
搬具 60,549 28,980 31,569 

その他 36,530 23,562 12,967 

無形固
定資産 

   

その他 158,402 96,817 61,584 

合計 255,482 149,360 106,122 
  

  

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

有形固
定資産 

   

車両運
搬具 59,736 31,696 28,039 

その他 36,530 30,494 6,036 

無形固
定資産 

   

その他 124,192 74,634 49,558 

合計 220,458 136,824 83,633 
  

  

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

有形固
定資産 

   

車両運
搬具 55,578 26,227 29,350 

その他 36,530 27,160 9,370 

無形固
定資産 

   

その他 114,875 62,926 51,949 

合計 206,983 116,313 90,670 
  

 （注） 取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み

法により算定しておりま

す。 

（注）   同左 （注） 取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いた

め、支払利子込み法によ

り算定しております。 

 (2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当

額 

 
  
１年内 42,761千円

１年超 63,360千円

合計 106,122千円
  

  
１年内 36,874千円

１年超 46,759千円

合計 83,633千円
  

  
１年内 38,912千円

１年超 51,757千円

合計 90,670千円
  

 （注） 未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過

リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末

残高等に占めるその割合

が低いため、支払利子込

み法により算定しており

ます。 

（注）   同左 

 

（注） 未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める

その割合が低いため、支

払利子込み法により算定

しております。 

 (3）支払リース料及び減価償却費

相当額 

(3）支払リース料及び減価償却費

相当額 

(3）支払リース料及び減価償却費

相当額 

 
  
支払リース料 25,732千円

減価償却費相
当額 25,732千円

  

  
支払リース料 20,511千円

減価償却費相
当額 20,511千円

  

  
支払リース料 49,365千円

減価償却費相
当額 49,365千円

  
 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

同左 同左 
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（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価の

あるものはありません。 

 

（１株当たり情報） 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 
 
１株当たり純資産額 663円00銭

１株当たり中間純利益 19円64銭
 

 
１株当たり純資産額 665円68銭

１株当たり中間純利益 4円33銭
 

 
１株当たり純資産額 656円69銭

１株当たり当期純利益 24円75銭
 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、新株予約

権付社債等潜在株式がないため記載

しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、新株予約

権付社債等潜在株式がないため記載

しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、新株予約

権付社債等潜在株式がないため記載

しておりません。 

（追加情報） 

当中間会計期間から「１株当たり当

期純利益に関する会計基準」（企業

会計基準第２号）及び「１株当たり

当期純利益に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第４

号）を適用しております。 

なお、同会計基準及び適用指針を前

中間会計期間及び前会計年度に適用

して算定した場合の１株当たり情報

については、それぞれ以下のとおり

となります。 

 「１株当たり当期純利益に関する会

計基準」（企業会計基準第２号）及

び「１株当たり当期純利益に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第４号）が平成14年４月

１日以後開始する事業年度にかかる

財務諸表から適用されることになっ

たことに伴い、当事業年度から同会

計基準及び適用指針によっておりま

す。なお、これによる影響について

は、「１株当たり情報に関する注

記」に記載しております。 
 
前中間会計期間 前会計年度 

１株当たり純資
産額 

１株当たり純資
産額 

643円05銭 646円23銭 

１株当たり中間
純利益金額 

１株当たり当期
純利益金額 

10円66銭 23円38銭 
  

 
 

 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前中間会計期間 

(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（千円） 574,616 146,124 719,301 

普通株主に帰属しない金額（千円） 23,600 24,800 24,800 

（うち役員賞与） （23,600） （24,800） （24,800） 

普通株式に係る中間（当期）純利益
（千円） 551,016 121,324 694,501 

期中平均株式数（千株） 28,060 28,042 28,055 
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（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

────── 平成15年５月23日開催の取締役会決

議により、平成15年10月１日をもっ

て当社の完全子会社東京通運株式会

社を吸収合併する合併契約書を締結

いたしました。 

なお、当社は、商法第413条ノ３に

基づく簡易合併方式をとり、商法第

408条第１項に定める株主総会の承

認は得ずに行うことといたします。 

当社は平成15年１月７日開催の取締

役会決議に基づき、平成15年４月１

日をもって東運サービス株式会社を

吸収合併いたしました。 

また、平成15年５月23日開催の取締

役会決議により、平成15年10月１日

をもって当社の完全子会社東京通運

株式会社を吸収合併する合併契約書

を締結いたしました。 

なお、当社は、商法第413条ノ３に

基づく簡易合併方式をとり、商法第

408条第１項に定める株主総会の承

認は得ずに行うことといたします。 

 

(2)【その他】 

 平成15年11月12日開催の取締役会において第100期中間配当を行うことを決議いたしました。 

 中間配当金総額 140,199,680円 

 １株当たり中間配当額 5円 

 


